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はじめに
わが国では，1980年代後半からニューカ
マーと言われる移民が増加し，総人口の
1.60％を占めている。現在日本で生活してい
る外国籍の住民は，203万8,159人（2012年末
現在）である。移民や移住労働者は今や私た
ちの産業や生活を支える重要な担い手となっ
ている。とはいえ，わが国では未だ移民とい
う位置付けは明確に示されていない。近年
ニューカマーの定住化に伴って外国人集住都
市では「外国人」を「外国籍市民」と位置付
ける傾向にあるが，わが国では，入国時点で
永住を前提として受け入れる移民は存在しな
い1）と言われている。しかし広義の移民とは，
生まれた国以外の国に住んでいる人をさすと
も言われ，「結果としての移民」は受け入れ
ている。
移民が増加した背景には1980年代後半から
の製造業などにおける「単純労働者」不足に
伴って，多様な国籍の人々が入国してきたこ
と，さらに1989年の出入国管理及び難民認定
法（入管法）改正に伴い，日系ブラジル人が
1）鈴木江理子「移民受け入れをどう考えるか」依光
正哲編著『日本の移民政策を考える　人口減少社
会の課題』明石書店，2005年，p.28
1990年代から急増したことがある。そしてわ
が国には現在，日系人や研修・実習生，日本
人の配偶者など多様な移民が暮らしており，
その滞在は長期化し，定住化が進んでいる。
移民が増加し，定住するなかで，「外国人
問題」が顕在化しつつある。「外国人問題」
とは，地域社会とのコンフリクトを含め，移
民の子どもたちの不就学や医療・福祉サービ
スなど社会サービスからの排除の問題，さら
には2008年のリーマンショックの際の「派遣
切り」の問題などである。
本稿ではニューカマーと言われる移民に焦
点をあて，なかでも製造業の集積地の一つで
ある岐阜県で実施した「岐阜県外国籍県民生
活実態調査」2）結果をもとにその生活の実態
と課題を明らかにしたい。構成は，１．「外
国人労働者問題」とは何かを先行研究・政策
動向から検討し，その位置づけを明らかにす
る。 2．岐阜県で行った移民調査から移民の
生活問題の実態を紹介する。3．2008年のリー
マンショックによってさらに顕在化した不安
2）ブラジル友の会『多文化共生コミュニティの形
成をめざして―共に働き，共に暮らし，共に育ち，
共に学び，共に老いる　岐阜県外国籍県民実態調
査報告書　2012年 7 月』（朝倉美江，原史子，大井
智香子，中尾友紀）
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定な生活実態を明らかにする。 4．トランス
ナショナルな移住と移民第二世代の課題につ
いて論じる。 5．多文化共生コミュニティ形
成の展望について多文化共生政策と関連づけ
て考察する。
１．「外国人労働者」問題とは何か
⑴　「単純労働者」として位置付けられた「外
国人労働者」
グローバル化に伴い国境を越えて移動する
「外国人労働者」は世界中で増加しつつある。
移住者の権利に関する特別報告者ホルヘ・ブ
スタマンテは「移住者の存在はすでに日本に
おけるPermanent Reality」であり，「日本は20
年前から移住労働者を受け入れているのに，
依然として移住者の入国と滞在を管理する以
上の包括的な移民政策をとっておらず，移住
者への差別を根絶するための政策も，移住者
を日本社会へ効果的に統合するための長期的
なプログラムも欠如していると憂慮する」3）
と報告している。このような報告は「外国人
労働者」が私たちの社会で，対等な市民とし
て，適正な労働環境のもとにおかれていない
ことを示している。
また2012年に改定入管法が実施され，「わ
が国の在留管理政策は，特別永住者，中長期
在留者，非正規滞在者という 3つのカテゴ
リーに分けて，それぞれ違うコントロールの
仕方をするというのが特徴である」と言わ
れ，「長中期滞在者には徹底的な管理を行い，
非正規滞在者をあぶりだしていく，という作
業」4）が進行しているという。つまり，わが
3）ホルヘ・ブスタマンテ・移住連訳「移住者の人
権に関する特別報告者ホルヘ・ブスタマンテによ
る報告：訪日調査（国連文書A/HRC/17/33/Add.3）」
2011年 3 月21日
4 ）金朋央「入管法」「特集　第 9回移住労働者と連
帯する全国ワークショップ・新潟」『移住労働者と
連帯する全国ネットワーク情報誌 Migrants Network 
No.153』移住連，2012年10月，p.5
国は移民が増加しつつあるにも関わらず，移
民政策が不十分であり，移民の管理が強化さ
れつつあるという状況にある。
1980年代後半から急増した「外国人労働
者」の多くは，派遣という不安定な雇用形態
で働かされ，日本人よりも労働条件が悪く，
社会保険の未加入や労働災害への適切な対応
がされないなど多くの課題が指摘されてきた
が，「外国人労働者」を支援するしくみや組
織は未整備なままである。
なぜこのような差別的な受け入れが行われ
てきたのだろうか。そこにはわが国が「単純
労働者」を必要としながらもその問題に向き
合うことなく，あいまいなまま現実的に可能
な方法をとってきたという経緯がある。具体
的には，1980年代後半から就労目的で来日す
る「外国人」が増加し，そのような状況を背
景に「第六次雇用対策基本計画」（1988年）
では，「外国人労働者」が「専門的・技術的
労働者」と「単純労働者」に分けられ，前者
は可能な限り受入れ，後者は慎重に対応する
という方針が示された。
その方針に沿って1989年に入管法が改正さ
れ，日系人には「定住者」ビザが発給される
ことになった。「定住者」は身分・地位に基
づく在留資格であり，就労制限がなく，「単
純労働」も可能である。「永住者」や「日本
人の配偶者」等と同じ条件が「日系人」にだ
けは特別に認められたのである。この方針に
ついては「日本政府の立場は，各人の決断の
問題であるとして，これらの者たちの入国あ
るいは出国を助成もしなければ制限もしな
い，というものであった」5）と言われており，
「外国人労働者」を受け入れるための支援政
策もないまま，ブラジルなどから工場に直行
5）二宮正人（2010）「デカセギ現象の過去，現在お
よび未来」原田清編著『ブラジルの日系人』トッ
パン・プレス印刷出版会社，p228　
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して働くという状況がつくられた。このよう
な受け入れ体制のなさが，「外国人労働者問
題」を生みだしたといえる。
⑵　リーマンショックで顕在化した「外国人
労働者問題」
「外国人労働者問題」とは，「外国人労働
者」が受けている差別など人権侵害の問題と
ともに1995年に日本経営者団体連盟の『新時
代の「日本的経営」』の報告書で示された「雇
用の柔軟化」や1996年の労働者派遣法の改正，
1999年に労働者派遣の原則自由化，2004年に
は製造業の派遣も可能になるというように非
正規雇用が拡大し，雇用の不安定化が深刻化
するという日本人にも共通する課題として位
置付けられる。しかし「外国人労働者」が最
も深刻な影響を受けている問題である。また
不安定な就労状態による「不安定定住」6）を
余儀なくされた移民がコミュニティのなかで
「ゴミ問題や騒音問題」の加害者として排除
される問題としても顕在化している。
厚生労働省の「外国人雇用状況の届出状
況」（2011年10月末現在）によると現在わが国
で働いている「外国人労働者」は686,246人で
あり，内訳は，中国43.3％，ブラジル17.0％，フィ
リピン17.0％，韓国4.5％，ペルー 3.6％であ
る。また，在留資格では「身分に基づく在留
資格」が46.6％で最も多く，次が「技能実習」
の19.0％で，積極的に受け入れている「専門
的・技術的分野の在留資格」は17.6％とそれ
ほど多くはない。このような実態は，わが国
では多くの「外国人労働者」が「単純労働
者」として受け入れられていることを示して
6）朝倉美江（2009）「日系ブラジル移民の生活課題
の特質と多文化生活支援の課題―『不安定定住』
とその実態」『複合的多問題地域にみる社会的排除
の構造理解とその生活福祉支援に関する比較地域
研究』平成17年度～20年度科研費（基盤研究C　研
究代表者　三本松政之）
いる。 
以上のように移民のなかでもニューカマー
である「定住者」は，入国当初から非正規雇
用で，雇用環境が不安定なまま，日本での生
活を営み，その滞在は長期化している。そし
てその生活を支援する移民政策もないなかで
の生活が強いられている。
移民の雇用環境は入国当初から不安定で
あったが，その不安定性を顕在化させたのは
世界金融恐慌を引き起こしたリーマンショッ
クであった。2008年秋は，リーマンショック
による雇用環境の悪化のもと多くの労働者が
派遣切りに遭い，その年末には「派遣村」に
よる緊急支援が行われた。派遣切りに遭った
のは，近年急増してきた非正規労働者たちで
あったが，そのなかで，最も早く派遣切りの
被害に遭ったのは日系人など「外国人労働
者」であった。
2008年以降の移民の動向については「外国
人労働者の定住化が進む中，外国人労働者が
賃金に関するトラブルや解雇に関係するトラ
ブルに遭遇する事例が増加している。これま
で外国人労働者の多くは適切な解決手段につ
いての情報をもっていなかったり，アクセス
しなかったが，多数の外国人が解雇や雇止め
されたのをきっかけに，一部に外国人労働者
の組織化の動きがみられる」7）と指摘されて
いる。
岐阜県を拠点とするブラジル友の会も2008
年の世界金融恐慌時には，真っ先に派遣切り
にあった多くの日系ブラジル人を中心とした
移民のために緊急の支援活動を展開し，その
場で派遣切りに遭った移民の実態を把握する
ための緊急調査を実施した。2,303件の相談
のなかから847件の相談内容を分析し，失業
7）労働政策研究・研修機構（2009）『外国人労働者
の雇用実態と就業・生活支援に関する調査』「JLPT
調査シリーズ　No.61」
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中の人が86％でそのうち失業手当がない人が
70％，派遣会社の寮で暮らしている人が30％
で，雇用と住居の二重の不安を抱えている深
刻な状況を明らかにした。またブラジル人学
校の生徒の半数もが親の失業で学費が払えず
退学していた。そしてその人たちの 7割近く
が帰国の予定がないと回答し，困難な状況の
なかでも定住するという人々が大半であった
ことも明らかにしている。
２．岐阜県の移民の生活問題の現状
⑴　岐阜県移民生活実態調査
岐阜県で生活している移民は1998年には
11,218人であったが，その後急増し，2008
年には57,570人となった。その後リーマン
ショックによって失業し，帰国した移民も一
定数いたが，現在は47,365人（2012年 2 月）
となり，総人口2,066,299人（2012年 4 月）に
占める割合は2.29％である。全国の1.60％
（2012年末）と比較すると高く，その要因と
しては，岐阜県を含む東海地域は製造業が多
く，多様な工場労働者を必要としており，「外
国人労働者」は不可欠な存在であったことが
ある。岐阜県の「外国人労働者」数を産業別
でみると「製造業」の占める割合が61.7％，
「サービス業」が19.9％であり，国籍別では「中
国」が44.3％，「ブラジル」28.3％，「フィリ
ピン」が16.1％である8）。
グローバル下において全国的に雇用，生活
環境は厳しくなりつつあるが，2008年の世界
金融恐慌によって「外国人労働者」が支えて
きたと言われる自動車，電気・電子等の輸出
関連企業は生産を縮小し，それに伴って，多
くの「外国人労働者」は解雇や雇止めをされ
て失業した。そのような状況下で移民の生活
問題はますます深刻化している。
8）厚生労働省岐阜労働局「外国人雇用状況の届出状
況」2011年10月末現在
深刻化する移民の生活実態を明らかにする
ために私たちは「岐阜県外国籍県民生活実態
調査」（以下「岐阜県移民調査」）を行った。
「岐阜県移民調査」は岐阜県の移民のなかでも
その割合が高いブラジル人，中国人，フィリ
ピン人を対象とした。2012年 2 月現在では，
ブラジル人13,281人，中国人15,100人，フィリ
ピン人8,925人で，岐阜県に居住する移民の約
8割を占めている。
この調査は，移民の生活実態と解決方法を
明らかにするための調査項目を設計し，ポル
トガル語，中国語，英語に翻訳したアンケー
ト票による自記式で実施した。調査票をブラ
ジル人については，「NPO法人ブラジル友の
会」，中国人については「美濃加茂華友会」
フィリピン人については「アジア友の会」の
協力を得て，配布・回収を行った。調査時点
は2011年10月である。調査票の配布数は800票
で，回収数は459票であり，回収率は57.4％で
あった。以下ではその調査結果の概要を紹介
したい。
⑵　岐阜県で生活する移民の概要
本調査の移民の年齢は，図１のとおり「21
歳～30歳」が34％，「31歳～40歳」が32.9％
と20代から30代が多いのが特徴である。特に
ブラジル人が比較的若いという特徴があっ
た。全体では，40代以下が74％で，50代以上
は26％であった。
性別は比較的女性が多い傾向があった。な
かでも中国人は75.8％が女性で，これは中国
図１　年齢
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人の在留資格の約 2割が日本人の配偶者であ
り，「研修・技能実習」のなかでも縫製関係
の女性労働者が多いことによる。
国籍はブラジルが47.5％，中国が27％，フィ
リピンが25.5％であった（図 2）。岐阜県全
体では，中国31.7％，ブラジル30.0％，フィ
リピン17.6％であることと比較すると本調査
対象はブラジル国籍の移民が多いのが特徴で
ある。
図２　国籍
また，最終学歴（図 3）は，「高校」47.3％，
「中学校」15.5％，「大学・大学院」11.8％で
あるが，義務教育（小・中学校）の人が 2割
弱となっており，ブラジル人，中国人が比較
的低学歴であった。さらに卒業したのは，「母
国の学校」88.9％，「日本の学校」6.1％であ
り， 9割近くの人が母国での教育を受けてい
る。したがって，日本での教育の経験がなく，
そのことは日本語の習得にあたって困難があ
ることが推測される。
図３　最終学歴
家族については，世帯人員は，2人が25.1％，
3人が24.0％で合わせて半数であり，その他，
１人はそれぞれ12.6％， 4人が15.7％， 5人
が10.0％であった。
世帯類型でみると，図 4のとおり「夫婦
と未婚の子のみの世帯」が33.8％で最も多
く，次いで「夫婦のみ世帯」が28.8％，単独
世帯が13.7％であり，世帯規模は小さいこ
とがわかる。国籍別に見ると，フィリピン，
中国は「夫婦のみ世帯」が最も多く，それ
ぞれ35.9％，37.1％，次いで「夫婦と未婚の
子のみの世帯」が多く，それぞれ，21.4％，
26.6％となっている。ブラジルは「夫婦と未
婚の子のみの世帯」が44.5％で最も多い。
図４　世帯類型
また，現在の住居は，「民間の借家または
賃貸アパート・マンション」58％，「持ち家」
14.4％，「県営・市営住宅」11.8％，「会社の
寮・社宅」7.6％，「公団住宅」5.4％であった。
（図 5）持ち家が 1割を超えていることは定
住から永住へと変化しつつある層がいること
を示しているが，圧倒的に民間アパートが多
く，会社の寮など不安定な居住環境が伺える。
図５　現在の住居
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⑶　定住化とトランスナショナルな移住の実態
現在の居住地は，「美濃加茂市」37.3％，「可
児市」32.6％，「それ以外の岐阜県内」9.4％，
「岐阜市」8.3％であった。トヨタや日産など
の自動車等製造業の下請け工場が多い地域で
ある。そして，現住地での居住期間は，「 1－
3年未満」29.4％，「 3－5年未満」20.5％，「 1
年未満」17.6％，「 5－10年未満」17.9％，「10
－20年未満」10.2％であり，3年以上が50.8％
であり，なかでもブラジル人は 6割弱で比較
的長期滞在である。その一方中国人は 3年未
満が 4割以上となっている。
また，日本での居住期間は，図 6のとおり
「10年以上」が35.1％で最も多く，「 5年～10
年未満」が22.2％「 3－5年未満」19.4％，「 1
－3年未満」16.1％，「 1年未満」5.7％であり，
長期滞在となり，定住化が進展していること
は明らかである。なかでもブラジル人は 8割
弱が 5年以上であった。一方中国人は「 1－
3年未満」が 3割以上であるが，在留資格が
研修・技能実習が 2割以上であることによる。
図６　日本の居住期間
在留資格は，図7のとおり「永住者」53.4％，
「定住者」29％，「日本人の配偶者」6.8％，「研
修・技能実習」5.9％，「日本国籍」1.7％であっ
た。日本への滞在の長期化によって在留資格
も永住者が多くなっていることがわかる。ま
た「永住者」は，ブラジル人は63.3％，フィ
リピンは53.8％，中国人は35.5％であった。
以上のように日本滞在の長期化によって在
留資格も「永住者」が多くなっているが，そ
の一方で，今後の帰国予定については，「永
住する」が27.0％であったが，22.9％が「帰
国」を望んでおり，さらに「わからない」が
33.6％と最も多く，現在の生活の不安定さが，
今後の見通しのなさへとつながっていること
を反映している。
⑷　移民の不安定な生活の実態
現在の主たる仕事は，「自動車関係の製造
業の従業員」30.5％，「電気関係の製造業の
従業員」21.4％であり，食料品，繊維関係を
含めると製造業が 6割弱を占めている。そし
て「現在仕事にはついていない」人が10.2％
もいる。また現在の主たる仕事の雇用就業形
態は，図 8のとおり「派遣社員」50.1％，「正
社員」18.7％，「臨時・パート・アルバイト」
11.1％であり，派遣社員など非正規雇用が 8
割以上である。なかでもブラジル人は64.7％
が「派遣社員」であった。
図８　雇用就業形態
さらに現在の仕事の契約期間は図 9のとお
り「 1－ 2か月未満」20.7％，「 2－ 6か月
未満」16.8％，「 2年以上」15.7％であり， 1
図７　在留資格
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年未満という回答が 6割弱を占めており，雇
用が不安定な状態が明確である。なかでも
「 1－ 2か月」が最も多いというのは，深刻
な問題である。
図９　契約期間
このような不安定で先の見えない劣悪な雇
用環境のなか，彼らは日本で定住しつつある
と言われているが，どのように将来を見通せ
るのだろうか。自由回答の「安定的な仕事が
ほしい。日本社会の景気を回復してほしい」
という声は切実である。
３．2008年以降深刻化する移民の生活
⑴　失業と貧困化の実態
先述のとおり2008年のリーマンショックで
は多くの移民が解雇されたが，本調査でも失
業経験がある人は46.4％であった。そのなか
で，雇用保険による失業給付を利用できた人
は27.9％にすぎない。また調査対象者のなか
で生活保護を受給したのは4.8％であり，な
かには「車などを保有しているのであきらめ
た」「外国人だからと言われ申請できなかっ
た」という回答もあった。2010年度に岐阜県
内で生活保護を受給した移民は8,497人，4,701
世帯であり，2008年以降増加傾向にある。
そして過去１年の世帯年収は，「200～399
万円台」23.5％，「100～199万円台」20.7％，
「わからない」15.5％，「400～599万円台」
13.7％，「100万円未満」9.8％であり，200万
円未満が36％であった。家族数とのクロス
データをみると 3人家族で「100万～199万円
台」「200～399万台」がそれぞれ 2割， 4人
家族の36.1％が「200～399万台」である。全
国の 1世帯あたりの平均所得が549万 6 千円
（2009年）（『国民生活基礎調査』平成24年版）
であることと比較すると低所得・貧困世帯が
多いことがわかる。さらに居住期間と世帯収
入のクロスデータからは10年以上滞在者で最
も多いのは「200万～399万」で31％，次が「100
万～199万」18.6％であり，滞在年数の長期
化が収入の上昇につながっていないことが明
らかである。
また失業後生活が困難ななかで貯金の取
り崩しによって生活する人が7.0％，金融機
関やローン会社からの借金4.1％，さらには
親族からの援助3.9％という回答であったが，
生計を共にしている家族全員の預貯金合計
（図10）では，「預貯金はない」46.6％，「10
万未満」10.7％，「10万～20万未満」9.8％，「20
万～50万未満」7.8％，「100万～300万未満」
7.2％，「50万～100万未満」 7 ％であり，「預
貯金なし」が約半数である。全国の 2人以上
の世帯の平均貯蓄現在高は1,657万円（2010
年）（『家計調査年報』総務省平成22年）であ
り，100万円未満の世帯割合は11.3％である
ことと比較するとはるかに低い。
図10　預貯金
さらにリーマンショックの影響について
は，「収入が減少した」51.6％，「失業した」
30.9％，「帰国した家族がいる」11.3％，「生
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活のために借金をした」5.9％というように
移民の生活は，2008年以降明らかに貧困化
し，生活困難が深刻化していることが明ら
かである。また求職の際に困ったことは，
「日本語が話せないこと」が24.6％で最も多
く， 2番目が「雇用期間が短期であったこ
と」14.6％，3番目が「求人がほとんどない」
13.1％， 4番目が「年齢制限があったこと」
11.3％であった。
しかし，日本語を話すことができることと
収入には相関関係はなく，日本語能力以上に
国籍の問題が大きいといえる。とはいえ現実
には日本語と年齢が就職の壁になっており，
雇用期間が短期化し，高齢化が進む中で，移
民のおかれる状況はますます深刻化すると思
われる。
⑵　社会サービスから排除される移民
雇用期間の短期化と今後の高齢化は大きな
課題となりつつある。そのうえで，今困って
いることはという質問（表 1）に対して「特
にない」が33.1％であったが，「雇用」24％，
「借金や税金の滞納」21.6％であった。雇用
と借金という生活の基盤に関わる問題であ
り，また心理的なストレスや健康に関わる不
安もあり，問題が深刻化しつつある。
上記の困ったことについて誰に相談したか
については，「家族・親族」50.1％，「職場以
外の外国籍の友人・知人」15.9％であり，日
本人や公共的な機関・組織への相談が少な
い。さらに「相談したくてもできる人がいな
かった」「誰にも相談していない」という人
が15.5％もいた。
また，医療・教育・福祉など生活に役立つ
情報を手に入れるためによく利用するのは，
「インターネット・電話サービス」が20.9％，
「家族以外の親族」20.5％，「日本人以外の知
り合い」20.3％であり，広報誌，新聞などの
紙媒体が少ない傾向にある。インターネット
と家族や外国籍の知人などからの身近な口コ
ミ情報に依存しており，日本語や日本人から
の情報が少ないという特徴がうかがえる。
そして，今までに利用したことがある社会
サービス（表 2）で最も多かったのは，「利
用したことはない」37.5％，次いで，「子ど
も手当」20.3％，「失業手当」20％，「乳幼児・
表１　困っていること
　今困っていること N ％
特にない 152 33.1％
雇用（突然の解雇、低賃金・長時間労働など賃金・労働条件、契約が守られない） 110 24.0％
借金や税金の滞納（多重債務、税金や保険料の滞納など） 99 21.6％
心理的な問題（ストレス、孤独感、将来への不安など） 83 18.1％
健康（病院に行っても医者の説明がわからないこと、医療費が高くて通院できな
いこと、労災にあったこと、障害があること） 73 15.9％
住居（失業と同時に住居を喪失、家賃が高い、ローンの滞納、個室がない） 46 10.0％
文化や習慣の違い（たくさん集まってのパーティ、ごみの出し方など） 31 6.8％
子育て（不就学、いじめ、教育費、保育、学童保育、非行） 31 6.8％
職場の人間関係（いじめ、仕事を教えてくれない、） 22 4.8％
差別（いじめ、偏見、スーパーなどの入店拒否など） 22 4.8％
家族（離婚、DV、未婚の妊娠・出産、家族が一緒に住めない） 10 2.2％
近隣の人間関係（いやがらせ、苦情など） 8 1.7％
その他 ７ 1.5％
未回答 32 7.0％
総　　　計 726 158.2％
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子どもの医療・保育」18.1％「妊娠・出産」
17.4％，「市営・県営住宅」4.4％の順であっ
た。利用可能なサービスであっても利用して
いない状況がうかがえる。
ここで社会サービスを「利用したことはな
い」と回答した人の 4割以上が「日本人の友
人がいない」，さらに近隣と「ほとんど付き
合いはない」と回答している。
また，相談できる日本人の友人（図11）が
「いない」人が30.1％であり，「 2～ 3人」が
30.5％，「 4人～10人」19.4％であるが，「 1人」
が12.0％であり，日本人の友人関係が全くな
い人や希薄な人が多いことがわかる。
そして，近所の住民（日本人）との関係で
一番近いものは，「挨拶程度」が42.0％，次
が「ほとんど付き合いがない」16.6％であり，
近隣関係も希薄である。しかしその一方で
「日本の生活でわからないことがあると相談
することがある」が11.3％，「お互いの家を
行き来したり，一緒にでかけたり食事をする
ことがある」5.2％，「子どもを預けたり，預
かったりする」2.6％など約 2割が比較的親
密な近隣関係を形成している。
以上のように日本人の友人関係や近隣関係
が希薄であることは，必要な情報の確保や社
会サービスの利用状況にも影響しており，移
民が必要な支援を利用できない状況に置かれ
やすいことを示している。
４．トランスナショナルな移住と移民第二世
代の問題
⑴　トランスナショナルな移住と将来の見え
ない不安の実態
トランスナショナルな移住という国境を越
えた移動は，個人が，家族やその生活の場で
ある地域社会，さらにはグローバル化のなか
表２　社会サービス
今までに利用したことがある社会サービス N ％
利用したことはない 172 37.5％
子ども手当 93 20.3％
失業手当 92 20.0％
乳幼児・子どもの医療・保育 83 18.1％
妊娠・出産 80 17.4％
市営・県営住宅 20 4.4％
ひとり親の福祉 13 2.8％
就学援助 12 2.6％
生活保護 8 1.7％
介護保険 7 1.5％
高齢者医療・福祉 6 1.3％
就学資金の貸付（生活福祉資金など）や奨学金 5 1.1％
障害福祉 4 0.9％
女性福祉（DV相談など） 1 0.2％
その他 5 1.1％
未回答 55 12.0％
総　　　計 656 142.9％
図11　相談できる日本人の友人
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で多様な要因の影響を受けながら行われてい
るものである。そして国境を越えて，行った
り，来たりするという移動は，移住する本人
だけではなく，その家族にも大きな影響を及
ぼす。
移民が来日したのは，日本の製造業等が
「単純労働者」を必要としたからであるが，
彼ら自身は「生活費を得るため」37.5％，「本
国での事業資金」22.9％，「住宅購入のため」
17.2％「教育資金のため」14.2％など経済的
な理由が多い。その一方で「日本での生活を
体験してみたかったので」26.6％，「家族・
親族に同行したため」15.5％など日本へのあ
こがれや家族の意向に添ってなどという場合
もある。
また，来日以降の帰国回数は，表 3のとお
り「なし」27％，「 1回」22.2％，「 2－ 3回」
21.4％，「 4－ 5回」12.2％であった。 2回以
上の人が44.3％であり，なかでもフィリピン
人は「 6回以上」が 3割弱であり，「行ったり，
来たり」というトランスナショナルな移住を
している人々が一定数存在している。このよ
うな生活の仕方をどう支援するのかを検討し
ていく必要がある。
表３　来日以降の帰国回数
来日以降の帰国回数 N ％
なし 124 27.0％
1 回 102 22.2％
2 ～ 3 回 98 21.4％
4 ～ 5 回 56 12.2％
6 回以上 49 10.7％
未回答 30 6.5％
総　　　計 459 100％
そして今後の日本での滞在予定は先述のと
おり「わからない」が33.6％で最も多く，「永
住する」27.0％，「日本と母国を行き来しな
がら生活する」14.6％，「 3年以内に帰国する」
14.2％である。ブラジル人は「わからない」
が47.7％と半数近くにもなり，雇用等の不安
定さを反映していると思われる。またフィリ
ピン人は「日本と母国を行き来しながら生活
する」43.6％であり，距離の近さとともに国
境を往来しながらの生活が一般化している国
柄を反映していると思われる。
さらに老後の生活の場については「わから
ない」が15.9％，「母国」34.9％，「日本」9.2％
となっており，「未回答」39.0％を含めると
半数以上の人がわからない状況にある。来日
理由からは，帰国を前提とした移住であった
が，滞在の長期化は帰国を困難なものとして
いる。そして子どもの将来についても「子ど
もに任せている」が36％であるが，「大学を
卒業後，日本で就職してほしい」26％，「大
学を卒業後，母国で就職してほしい」14％，
「中卒後，母国で就職してほしい」8％であり，
大学進学を望む親は多い。
しかし全国の子どもたちの高校生在学率
は，日本人90～95％に対し，中国人75％，フィ
リピン人40～45％，ブラジル人30～35％，さ
らに大学在学率は日本人30～35％，中国人30
～40％，フィリピン人 0～ 5％，ブラジル人
は 0％に等しい9）という。このような現実は
親たちの願いに反して子ども達の厳しい将来
を示している。
⑵　移民第二世代の課題
先述のとおり移民の雇用の不安定は，低所
得・貧困な生活を強いる結果となっている。
そして子どもにとって貧困の影響は①人生の
スタートラインに立つ段階での不平等という
問題として，②子ども期にふさわしい生活や
教育保障の権利侵害という実態として，③人
生はじめの時期に希望・意欲・やる気までも
9）鍛冶致「外国人の子どもたちの進学問題―貧困の
連鎖を断ち切るために」移住連貧困プロジェクト
編『日本で暮らす移住者の貧困』移住労働者と連
帯する全国ネットワークpp39－43
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が奪われているという現実として，表れやす
い10），と指摘されているように親の不安定な
状況は確実に子どもにも影響し，その自立を
困難にしつつある。
津村公博は，外国人集住都市の一つである
浜松市で2006年に南米日系人の子どもたち75
名に路上調査をした結果，その最終学歴は
「中学校卒業」が34.7％で「中学校途中退学」
が30.6％であり，義務教育年齢期に就労経験
のある者が21.3％，就労している50名のうち
非正規雇用が88％であったことを明らかにし
ている。さらにインタビューの結果から「彼
らはいじめや差別は乗り切るんです。しょっ
ちゅう転校・転入を繰り返しますから，初期
はいじめや差別に大きなショックを受けます
が，彼らも弱くないです。いじめや差別が直
接退学につながる例はあまりありませんでし
た。それよりむしろ，学習意欲の低下なんで
す」「子どもたちからよく聞くのが，中学校
を卒業しても工場で働く，だったら何で今か
ら働いちゃだめなの？どっちにしろ工場で
しょ」という言葉だという11）。
子どもたちの親の日本での生活は不安定で
あり，ますます貧困化しつつある。さらにそ
の生活基盤を母国にするべきか，このまま日
本に定住し続けられるのかは言うまでもなく
雇用の安定性にかかっている。どんなに日本
語を学んでも技術を身に付けても日本での安
定した雇用が保障されなければ，親自身が子
どもの将来を子どもの希望に添って描くこと
すらできない。
2012年 7 月 7 日浜松市で，内閣府特命担当
大臣とデカセギ第二世代の青少年たちが「日
10）浅井春夫・松本伊智郎・湯沢直美編（2008）『子
どもの貧困』明石書店，p 4
11）津村公博（2009）「在日ブラジル人青少年の違
法な就労などについて」『地域コラボラドーレス研
修セミナー報告書2008』国外就労者情報援護セン
ター，pp58－59
本での定住について語る」という集会があっ
た。そこで大臣は「両親が日本の国籍をとっ
て日本人として生きていく覚悟があれば子ど
もも日本の勉強をするだろう。しかし親は子
どもの教育に無関心。父母が心の整理をしな
ければならないのではないか」と発言してい
た。しかし，国籍取得の問題以前に日本政府
が「単純労働者」としての「外国人労働者」
の位置付けを明確にしなければならないと思
う。そして早急に統合的な移民政策を策定し，
支援を行うことが必要である。
また派遣労働をしている青年は「父は 6年
間働いていたが正社員になれない。日本人は
3か月で正社員になっていく。まじめに働い
ても，日本語ができても尊重されない」，「日
本語の読み書きもできるのに外国人だからダ
メと言われる」，「高校とか出てないから就職
できない。高校や大学に行きたくても入れる
お金がない」など親の雇用の不安定さは第二
世代の将来に大きな影響を及ぼしていること
を指摘していた。私たちの調査でも先述のと
おり日本語ができていても非正規雇用で低賃
金であり，失業経験もあることが明らかで
あった。
移民の雇用の不安定な実態や貧困化の問題
はその子どもたちの生活・教育環境の悪化を
もたらし，学習の権利を侵害するとともに将
来への希望も喪失させている。そのようなな
かで「デカセギ第二世代」と言われる移民の
子どもたちもまた親世代と同様派遣労働であ
る「単純労働者」になりつつあり，今後もそ
の可能性が高い。
５．多文化共生コミュニティ形成への展望
⑴　移民の権利保障とその生涯を支える多文
化共生政策
岐阜県で生活する移民の生活は，低所得化，
貧困化が拡大しつつあることが明らかであっ
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た。その背景には不安定就労である派遣労働
などの非正規雇用の問題があり，雇用期間の
短期化や滞在期間の長期化に伴う高齢化は今
後の移民の生活にとって大きな困難をもたら
す要因となる。雇用期間の短期化はまさに生
活基盤を破壊していくものであり，低所得・
貧困問題を深刻化させる。さらに滞在の長期
化に伴う高齢化の問題は，移民の医療・介護
ニーズの拡大につながり，今後深刻化するこ
とが予測される。
彼ら自身が，日本社会に望むことは，「日
本人と同様に税金を払っているのだから日本
人と同じ権利がないのは不公平だ」45.1％，
「『外国人』に対する偏見をもたずに1人の人
間として付き合ってほしい」38.8％，「ブラ
ジル・フィリピン・中国などの文化を理解す
ることで差別がなくなればいい」32.5％，「私
たちは日本人のやらない，やれない仕事を
やっていることを理解してほしい」が25.1％
であった。これらの回答は，日本人ならびに
日本社会に対して，同じ住民としての権利を
求めていることがうかがえる。そして滞在期
間が長い人，永住者ほど平等な権利や差別が
なくなることへの回答が多い。
多文化共生施策として必要と思うことにつ
いて，最も多かった意見が「日本語研修の無
料実施」43.1％であった。次いで「医療機関
への通訳配置の促進」41.2％，「多言語によ
る社会サービスの種類・内容，利用方法など
の情報提供」37.3％，「外国人専門のワンス
トップの相談・支援センターの設置」22.2％
となっている。日本で生活していくうえで，
言語が大きな壁となっていること，さらに情
報とともに外国人専門の相談援助機関が求め
られている。また子どもたちへの支援につい
て，教育支援体制，母語教育，プレスクール
を含めると40.6％となっている。さらに外国
人市民会議，当事者組織，基礎自治体への参
政権を含めると42％が移民の参加をもとめ，
社会的・政治的参加が重要であることを示し
ている（表４）。
また老後の不安について，最も多かったの
は，「生活費のこと」37.7％，次いで，「病気
になったときのこと」35.1％，「介護が必要
表４　必要な多文化共生政策
多文化共生政策として必要と思われることは何でしょう N ％
日本語研修の無料実施 198 43.1％
医療機関への通訳配置の促進 189 41.2％
多言語による社会サービスの種類・内容、利用方法などの情報提供 171 37.3％
外国人専門のワンストップの相談・支援センターの設置 102 22.2％
企業に対する労働条件の改善指導 91 19.8％
公営住宅への優先入居や住宅費の家賃補助などの住宅支援 90 19.6％
外国人当事者組織への支援 79 17.2％
外国人市民会議での提言の尊重と実施 75 16.3％
公立学校や外国人学校への教育支援体制の支援・整備 71 15.5％
子どもたちへの母語教育支援 65 14.2％
未就学の子どものためのプレスクールの整備 50 10.9％
高齢になったときのために多文化の介護施設やサービスの整備 48 10.5％
基礎自治体への参政権 39 8.5％
その他 8 1.7％
未回答 44 9.6％
総　　　計 1320 287.6％
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になった場合のこと」23.5％であった（表 5）。
生活費については年金の問題も深刻である
が，病気や介護などについて，日本での滞在
が長期化し，定住化が進んでいるなかでは，
早急な対応が求められる。現在の日本の介護
システムは日本国籍をもち，日本語を話せる
人を対象としているが，オールドカマーであ
る在日韓国・朝鮮人のための特別養護老人
ホームやデイサービスセンターを在日韓国・
朝鮮人の人々がつくってきたようにニューカ
マーであるブラジル人，中国人，フィリピン
人など異なる国籍，言語，文化をもつ人たち
のための多文化ケアシステムの整備が必要で
ある。
表 5　老後の生活の不安
老後の生活で不安なこと N ％
生活費のこと 173 37.7％
病気になったときのこと 161 35.1％
介護が必要になった場合のこと 108 23.5％
ない 49 10.7％
その他 4 0.9％
未回答 48 10.5％
総　　　計 543 118.3％
以上のように移民の定住化がすすむなか，
移民の人権を尊重し，その生活を支えるため
には，コミュニティを基盤とした乳幼児期，
学童期，青年期，壮年期，老年期というライ
フサイクルに添った体系的な生活支援システ
ムを早急に構築することが求められる。
⑵　移民の参加による多文化共生コミュニ
ティの形成
多文化政策への要望のなかで，移民自身が
多様な参加をもとめていることが明らかで
あった。アンジェロ・イシは「『2008年後』
は在日ブラジル人コミュニティの『抜本的な
意識改革』の時代でもあった。多くの人々は
日本定住の決心を自覚し，相互扶助と日本語
学習の重要性に目覚めた」12）と指摘している。
2008年の派遣切りの問題が深刻化するなかで
在日ブラジル人は被害者であると同時にその
問題解決の主体としてＳＯＳコミュニティを
組織化した。ＳＯＳコミュニティは，日系ブ
ラジル人の有志の人たちが，日系ブラジル人
の危機的な状況をお互いに支え合い，助け合
うとともに日本政府や企業にも支援を求める
デモなども展開し，日系人が日本社会のメン
バーであること，そのメンバーに対する支援
や政策の必要性を訴えていった。
ＳＯＳコミュニティのメンバーでもあった
ブラジル友の会は2001年から日系人の子ども
達の問題を中心に活動を展開し，子ども達の
母語であるポルトガル語教室や学習支援，進
学相談活動などを行ってきたが，日系ブラジ
ル人への情報提供や多様な相談活動を行い，
さらに先述のような活発な支援活動を展開す
るなかで，2009年から「美濃加茂市定住外国
人自立支援センター」を運営している。この
センターは，移民の就労促進・支援業務を行
うことを目的としているが，失業した移民か
らの住宅や生活費に関するものなど多様な相
談に応じている。2011年には国際交流基金地
球市民賞を受賞するなどその活動・事業は社
会的に評価されている。
とはいえ，本調査から移民の社会参加の実
態をみると「どこにも参加していない」が
44.9％であり，「ブラジル友の会など同国人
組織」への参加は2.2％にすぎない。比較的
多いのは「教会」26.8％である。しかしその
一方で「自治会・町内会」への参加は9.6％
であり，「外国人市民会議」への参加も0.9％
12）アンジェロ　イシ（2011）「在日ブラジル人コ
ミュニティの歴史・現状・未来」国際移住者デー
記念シンポジウム2011『包括的移民政策の構築へ
向けたロードマップ～国連特別報告者の日本への
勧告を受けて』移住労働者と連帯する全国ネット
ワーク
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であるが，コミュニティへの参加や自分たち
の意見を表明しようとしている人も存在して
いる。自由回答の「みんなが満足できるため
には，国籍に関係なく，お互いを尊重するだ
け。そしてお互いを理解しようとすればよい。
みんな自分自身を守る権利があり，行動し，
言う権利がある。お互いの国同士の尊重が足
りないだけだと思う」という声は移民にも意
見を表明し，行動することを求めている。そ
してそのような活動を推進していくためには
ブラジル友の会のような同国人による当事者
組織の役割は重要である。
そして，アンジェロ・イシの指摘のとおり
ブラジル友の会は，在日ブラジル人コミュニ
ティとして，相互扶助活動を活発に行い，日
本語の習得にも大きな関心をもち，多様な日
本語学習の場の必要性を訴えている。しかし，
センターの運営は，国の緊急雇用創出事業の
補助金によって運営されていたことから2012
年度は補助金が 5分の 1に減額されて，毎日
実施していた生活相談を週 3回に減らすなど
事業・活動の継続に大きな支障がでてきてい
る。
また，2011年 3 月の東日本大震災時に顕在
化した移民の問題に焦点をあてて，総務省か
ら『多文化共生の推進に関する研究会報告書
―災害時のより円滑な外国籍住民対応に向け
て』が2012年12月に公開された。そこでは，
①外国人住民の実態把握，②中核的な人材育
成と活用，③関係者間の連携，④多言語情報
提供とわかりやすい日本語の活用，⑤日常的
な取組の重要性という 5つの提言がされてい
る。郭基煥は，そのなかの「中核的な人材の
育成」の中に含まれる「共に活動する外国人
住民」の項目を革新的だと評価している。報
告書では「支援者としての外国人住民の可能
性を追求すべきである」と繰り返し開示して
いることについてこの可能性は現実的である
という。そのように評価したうえで，郭氏は
「災害時に同格的な支援主体として外国人住
民を位置付けようとするのであれば，平常時
においても他の日本人と同格的な主体として
位置付ける必要があるのではないか」13）と鋭
く指摘している。
郭氏の指摘のとおり平常時において移民が
日本人と対等な関係になるためにはブラジル
友の会などの移民当事者組織の強化や日常的
な社会参加，各自治体等の多文化共生推進計
画や地域福祉計画の策定等への参画などの政
治的参加が重要な課題となる。
⑶　多文化共生政策の動向と今後の課題
岐阜県は，2012年 3 月に「岐阜県多文化共
生基本方針」を策定し，「県内の在住外国人
を地域社会を構成する『外国籍の県民』とし
て認識し，『県民が互いの文化や考え方を尊
重するとともに，安心して快適に暮らすこと
のできる地域社会（多文化共生社会）』の実
現をめざす」と明記している。移民がエンパ
ワメントし，県民と対等な関係を構築してこ
そ多文化共生社会を創造することが可能とな
る。したがって移民の相互扶助組織であるブ
ラジル友の会や華友会，アジア友の会などの
活動を支援することは何より重要な意味をも
つ。多文化共生社会をめざす岐阜県において
移民自らが声をだし，活動を始めたこと，さ
らに移民たちが抱えさせられている問題に気
づいた人々の支援の運動・活動が多様に展開
されつつあるが，それらの活動がより発展す
ることが望まれる。
また日本政府による移民政策は，2008年の
世界金融恐慌での日系人の派遣切りの実態な
どを背景にようやく2009年に「定住外国人施
13）郭基煥（2013）「多文化共生の推進に関する研
究会　報告書」移住労働者と連帯する全国ネット
ワーク『移住労働者と連帯する全国ネットワーク
情報誌　Migrants Network』2013年 5 月
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策推進室」が内閣府に設置され，2010年には
「日系定住外国人施策に関する基本指針」が
示された。そしてそれを踏まえて，2011年に
は「日系定住外国人施策に関する行動計画」
が策定され，①日本語で生活できるための施
策，②子どもを大切に育てていくための施策，
③安定して働くための施策，④社会のなかで
困ったときのための施策等を推進していくこ
とが具体的に提起されている。
国と県，自治体による多文化共生政策が推
進され，移民が社会的に排除されない環境づ
くりを早急に実施することが必要不可欠であ
ることは論ずるまでもない。その動きをより
加速させることが求められている。なかでも
雇用の安定化が最優先課題である。
しかし，雇用の安定化が求められているに
もかかわらず，グローバル化は，企業の海外
進出を進展させ，より低賃金労働者を得られ
る国への進出を加速させている。そのような
状況下で日本国内の雇用環境はますます悪化
しつつある。非正規雇用労働者は今や 3人に
1人以上となっている。
家電のソニーは美濃加茂市にある子会社
「美濃加茂サイト」を2013年 3 月31日に閉鎖
した。2012年10月にこの工場で働いていた従
業員は2,690人であり，そのうち請負・派遣
会社から非正規労働者は1,850人であったと
いう。非正規労働者の半数以上は移住労働者
である14）。ソニーなどの「多国籍企業」は工
場を低賃金労働者のいる海外へとシフトし，
国内の工場地帯は空洞化しつつある。かつて
各地域は工場を誘致することで，地域の産業
の基盤を強化してきたが，今やその工場が地
域の空洞化，過疎化を加速させつつある。
その空洞化した地域には，貧困化しつつあ
る移民と地元の住民が取り残されることにな
14）中日新聞朝刊2013年 3 月31日付
る。2008年のリーマンショックと同様，さら
にそれ以上の深刻な事態が進行しつつある。
私たちの生活基盤である地域の産業や雇用の
問題は移民と住民とに共通する最重要課題と
なっている。
おわりに
わが国は，1980年代後半以降急速な少子高
齢化により就業人口が減少し，なかでも「単
純労働者」不足は深刻な問題であった。その
問題を移住労働者を受け入れることで解消し
ようとしてきた。しかしグローバル化が進展
する今日，国外のより低賃金の労働者を確保
する方向へと転換しつつある。そしてその方
向は確実に国内の雇用環境の悪化を招きつつ
ある。かつて「単純労働者問題」は移民問題
であったが，非正規雇用問題として私たちの
問題となって顕在化してきた。私たちは移民
問題を私たちの問題として，地域の産業や雇
用環境の抜本的な改革を視野に入れて取り組
む必要がある。
自由記述の「日本人と一緒に税金を払うな
ら同じ待遇が欲しい」「日本で仕事をするの
が大好き。ここに住むのも大好き。平和で美
しい国だ。人々は素敵な人たちだ」「日本は
平和できれいな国だ。お金を貯めるために日
本に来ているが日本が好きだ。日本は一番だ
と思う」「私は心から日本が好きだ。日本に
貢献したいと思っている」という移民の一つ
ひとつの声に応えられる支援が必要である。
移民は，私たちのコミュニティのメンバー
であり，彼らの貧困や教育，医療，介護など
の問題は私たちにつながる問題である。先述
のとおり非正規雇用労働者の派遣切りの問題
は，当初「外国人労働者問題」であったが，
すぐに私たちにもつながる問題であることが
明らかになった。移民にとって安心できる雇
用，医療，教育，福祉は，多様な属性をもつ
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1人ひとりの人にとって安心できる社会サー
ビスであり，そのようなサービスが充実し，
人々が助け合える社会こそが多文化共生社会
といえる。だからこそ国，県，自治体，企業，
ＮＰＯなどの市民組織，そして地域の人々と
移民とが協働して多文化共生社会を創造して
いくことが求められる。
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